
+

平成0102010402

平成22年度
予算書印刷製本費258,000円を23
年度へ繰越明許

11 503,000

3.2 25,750,400
146.4390,000 伸び率(％)

961,000

金額

281,194

職員人件費 3.2

決算額計

報酬 240,000

部署名

事業名 02財政管理事務事業

市債

01

国庫支出金

市長公室
23 年度 事務事業シート

安定的かつ効率的な財政運営を進める。

P１

（平成 年度～平成財政課

※事務事業コード／

その他

部 課

平成21年度 決算

国庫支出金

予算書の作成
補助金の見直し
財政指標の公表など財務事務の研究

需用費 41,194

対・決 241.8

一般財源 961,000
961,000

節番　　　　　節名称
計

旅費 8,00009
需用費

県支出金

報酬 450,000

対・予

26,711,400歳出+職員人件費

金額 うち臨時分

予算現額計

01報酬
節番　　　　　節名称 金額

11169,146

節番　　　　　節名称

需用費

財源内訳

169,146

01

その他

26,159,594
人工

169,146

職員人件費

事業内容

25,878,400人工 人工
25,625,146総事業費

（参考）
3.2

【特記事項】

事業年度期限 年度）

予算書の作成
補助金等審議会による補助金の見直し
財政指標の公表など財務事務の研究

5421

平成23年度 予算

総合計画
コード

行政主体

目　的
（成果）
内　容
（概要）

財源の確保や、経費の削減など、計画的・効率的な財政運営を念頭に、予算編成、予算執行管理などの事務を執行する。

■事業費

市民協働
新規／継続

（事業区分１）
継続

(単位：円）

国庫支出金

予算書の作成
補助金等審議会による補助金の見直し
財政指標の公表など財務事務の研究

県支出金

平成22年度 決算

一般財源
281,194計169,146

県支出金

計

市債

Ｈ21当初予算額

歳出+職員人件費

Ｈ22当初予算額

歳出+職員人件費
人件費

390,000
25,456,000

決算額計

11

会　計 一般会計 款・項・目 020104財政管理費

市債

281,194一般財源
その他

歳出内訳

職員人件費

無 有



　

■今後の方向性

10

事務事業の廃止を含めた見直しや民間委託の推進などにより、人件費を
含めた経常的な経費を削減する。

目標

P2
説明 平成21年度 平成22年度 平成23年度

2

-10%

5

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する

実施内容・方法の点検

回 補助金の見直しに向けて、審議会の答申を受ける。

■指標
種類

補助金等審議会の開催回数

-10%

課題

平成22年度決算比１０％を上回る削減。

■事務事業の点検

目標

平成22年度決算比１０％を上回る削減。

経常的な経費の圧迫により、新たな課題に対応するための事業の実施に
向けた財政の弾力性への影響が懸念される。

必要性の点検

　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】

2
0

-10%
1.4%3.5%

実績

実績

-10%
-5.20%実績 -5.10%

実績
-10%

-10%

市長公室

　　　　コストを下げる工夫が考えられる

部長名 担当部名島田　昌男

■課題と対応方策

　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた
　　【目標達成状況　Total判定】

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞

　　【実施内容等　Total判定】

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた

鈴木　弘

％

　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）

目標

　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた

成果
指標

需用費（経常分）の削減

％補助金（経常分）の削減
目標

活動
指標

単位指標名

　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞
補助金の削減については、平成23年度予算編成に補助金等審議会の答申を反映したため、決
算時に成果が見込まれる。

経常的な経費の削減に向けて、経費の節減のみならず、事務事業の廃止を含めた見直しや民
間委託の推進などの抜本的な改革が必要。

確認

　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている
　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある 補助金審議会の答申を参考に、適正な補助を行う

次年度の
取組方針

（改善方針）

目標達成状況の点検

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある

　　　　成果を高める工夫が考えられる

事業の方向性 　

一次評価　【課長評価】

次年度における
対応方策

（改善方策）

年後を目処）

中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

担当課名

事業型予算と評価の連動により、無駄の削減を徹底する。

（

二次評価【部長評価】

　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

公平・公正で、効果的な運営ができようにする。

事業費の方向性

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

評価者 財政課

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



+

P１

款・項・目 020106財産管理費

※事務事業コード／ 0102010610 平成 23 年度 事務事業シート
部署名 部 市長公室 課 財政課 事業年度期限 （平成 年度～平成

市民協働 行政主体
総合計画

コード

年度）

5421
新規／継続

（事業区分１）
継続

目　的
（成果）

基金の適正管理と活用を図る。

内　容
（概要）

利子の積立、基金の造成及び積み増しを行うとともに設置目的に応じた活用を行う。

事業名 基金運用事業
会　計 一般会計

■事業費 (単位：円）
平成21年度 決算 平成22年度 決算 平成23年度 予算

事業内容

各基金への利子の積立。
繰越金の財政調整基金への積立。普通交
付税措置された地域雇用創出推進費の積
立（地域づくり基金）。経済対策交付金の
積立。一般旅券証紙等購買基金の設立

各基金への利子の積立。
繰越金の財政調整基金への積立。普通交
付税措置された雇用対策・地域資源活用
臨時特例費相当額等の積立（地域づくり基
金）。経済対策交付金の積立。

各基金への利子の積立。
【特記事項】

平成２２年度
財政調整基金積立金
繰越金の一部　317,170,000円
地域づくり基金積立金
雇用対策・地域資源活用臨時特
例費相当額　251,400,000円
光をそそぐ交付金基金積立金
住民生活に光をそそぐ交付金の
一部　10,500,000円

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債
その他 その他 その他

一般財源 298,398,341 一般財源 583,974,584 一般財源 8,353,000
計 298,398,341 計 583,974,584 計 8,353,000

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

決算額計 298,398,341 決算額計 583,974,584

金額 うち臨時分
25 積立金 296,573,370 25 積立金 583,772,551 25 積立金 6,567,000
28 繰出金 1,824,971 28 繰出金 202,033 28 繰出金 1,786,000

予算現額計 8,353,000
19,356,000 Ｈ22当初予算額 7,061,000 伸び率(％) 対・予 18.3

人件費 職員人件費 0.6 人工 4,773,000 職員人件費
（参考） Ｈ21当初予算額

4,852,200 職員人件費 0.6 人工
対・決 -98.6

4,828,200
総事業費 歳出+職員人件費 303,171,341 歳出+職員人件費 588,826,784 歳出+職員人件費 13,181,200

0.6 人工

無 有



　

■指標 P2
種類 指標名 単位 説明 平成21年度 平成22年度 平成23年度

活動
指標

財政調整基金の積立 百万円
歳入歳出決算の剰余金等を、翌年度以降の健全な財政運営に向けて積
み立てを行う。

目標 100

目標

100 200
実績 137 317

実績

成果
指標

地域振興基金の果実運用による地域振
興事業への予算配分

千円
安全かつ、より有利な運用により果実を確保し、地域振興を目的とした事
業の財源とする。

目標 740

目標

2230 2860
実績 3242 1902

実績
■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
低金利が続いており、単に安全資産としての預金のみでは十分な財源を
確保できない。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】

次年度における
対応方策

（改善方策）

運用を重視すべき基金については他社多様な運用方法の中から安全か
つ有利な方法を検討し、実施していく必要がある。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

基金の目的に沿って、一定年度ごとの償還を踏まえて運用を実施する。
　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた
　　【目標達成状況　Total判定】

■今後の方向性
一次評価　【課長評価】

　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 鈴木　弘 担当課名 財政課

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

運用については、他市の状況の比較し、今後の基金の利用状況を把握
し、有効な活用方法を見つけてゆく。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる
　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】 二次評価【部長評価】

部長名 島田　昌男 担当部名 市長公室
確認

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
安全で有利な運用をねがいます。

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



+

P１

款・項・目 120101元金

※事務事業コード／ 0112010101 平成 23 年度 事務事業シート
部署名 部 市長公室 課 財政課 事業年度期限 （平成 年度～平成

市民協働 行政主体
総合計画

コード

年度）

5421
新規／継続

（事業区分１）
継続

目　的
（成果）

中長期的な財政見通しを踏まえ、適正規模や平準化に留意した借入に基づき市債元金の償還を行う。

内　容
（概要）

市債の元金償還を行う。

事業名 市債償還事業（元金）
会　計 一般会計

■事業費 (単位：円）
平成21年度 決算 平成22年度 決算 平成23年度 予算

事業内容

H19年度までに借り入れた市債で、据置期
間を経過した償還元金
市道2644号線整備事業償還金に合併市
町村幹線緊急整備補助金を充当

H20年度までに借り入れた市債で、据置期
間を経過した償還元金
市道2644号線整備事業償還金に合併市
町村幹線緊急整備補助金を充当

H２１年度までに借り入れた市債で、据置期間を経過、ま
たは経過する見込の償還元金
市道2644号線整備事業償還金に合併市町村幹線緊急
整備補助金を充当

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 11,909,000 県支出金 19,915,000 県支出金 23,406,000

市債 市債 市債
その他 その他 その他

一般財源 1,246,308,300 一般財源 1,406,806,662 一般財源 1,485,293,000
計 1,258,217,300 計 1,426,721,662 計 1,508,699,000

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

決算額計 1,258,217,300 決算額計 1,426,721,662

金額 うち臨時分
23 償還金利子及び割引料 1,258,217,300 23 償還金利子及び割引料 1,426,721,662 23 償還金利子及び割引料 1,508,699,000

予算現額計 1,508,699,000
1,315,467,000 Ｈ22当初予算額 1,426,722,000 伸び率(％) 対・予 5.7

人件費 職員人件費 0.6 人工 4,773,000 職員人件費
（参考） Ｈ21当初予算額

4,852,200 職員人件費 0.6 人工
対・決 5.7

4,828,200
総事業費 歳出+職員人件費 1,262,990,300 歳出+職員人件費 1,431,573,862 歳出+職員人件費 1,513,527,200

0.6 人工

無 有



　

■指標 P2
種類 指標名 単位 説明 平成21年度 平成22年度 平成23年度

活動
指標

市債借入額 千円 元金償還額を下回る借入額とする。
目標 1,258,217

目標

1,426,721 1,508,699
実績 678,700 570,400

実績

成果
指標

目標

目標
実績

実績
■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
財政支援措置などが含まれる有利な地方債は、活用しないのであれば
却って財政負担を増加させる可能性があるため、活用することが最善であ
る。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】

次年度における
対応方策

（改善方策）
元金償還額の範囲内に借入額を抑制する

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

市債借入残高の削減
　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた
　　【目標達成状況　Total判定】

■今後の方向性
一次評価　【課長評価】

　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 鈴木　弘 担当課名 財政課

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

現状のまま実施　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる
　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】 二次評価【部長評価】

部長名 島田　昌男 担当部名 市長公室
確認

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
市債借入残高の削減に努めること。

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額



+

P１

款・項・目 120102利子

※事務事業コード／ 0112010102 平成 23 年度 事務事業シート
部署名 部 市長公室 課 財政課 事業年度期限 （平成 年度～平成

市民協働 行政主体
総合計画

コード

年度）

5421
新規／継続

（事業区分１）
継続

目　的
（成果）

より低利な借入により、支払利子の縮減に努める。

内　容
（概要）

市債の利子償還を行う。

事業名 01市債償還事業（利子）
会　計 一般会計

■事業費 (単位：円）
平成21年度 決算 平成22年度 決算 平成23年度 予算

事業内容
H20年度までに借り入れた市債の償還利
子

H2１年度までに借り入れた市債の償還利
子

H22年度までに借り入れた市債の償還利子
【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債
その他 その他 その他

一般財源 312,571,409 一般財源 306,135,593 一般財源 324,178,000
計 312,571,409 計 306,135,593 計 324,178,000

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

決算額計 312,571,409 決算額計 306,135,593

金額 うち臨時分
23 償還金利子及び割引料 312,571,409 23 償還金利子及び割引料 306,135,593 23 償還金利子及び割引料 324,178,000

予算現額計 324,178,000
329,371,000 Ｈ22当初予算額 317,897,000 伸び率(％) 対・予 2

人件費 職員人件費 0.6 人工 4,773,000 職員人件費
（参考） Ｈ21当初予算額

4,852,200 職員人件費 0.6 人工
対・決 5.9

4,828,200
総事業費 歳出+職員人件費 317,344,409 歳出+職員人件費 310,987,793 歳出+職員人件費 329,006,200

0.6 人工

無 有



　

■指標 P2
種類 指標名 単位 説明 平成21年度 平成22年度 平成23年度

活動
指標

借入利率 ％ 長期プライムレートを下回る借入利率
目標 1.95%

目標

1.40% 1.35%
実績 1.59% 1.45%

実績

成果
指標

目標

目標
実績

実績
■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
民間金融機関の貸出金利は、時期による変動がある。さらに、民間金融
機関からの借り入れのみによっているわけではないので、効果は限定的
でもある。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】

次年度における
対応方策

（改善方策）
長期プライムレートを下回る金利での借り入れ

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

長期プライムレートを下回る金利での借り入れ
　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた
　　【目標達成状況　Total判定】

■今後の方向性
一次評価　【課長評価】

　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 担当課名 財政課

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

民間も含めできる限りね低利で借り入れを行う。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる
　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】 二次評価【部長評価】

部長名 島田　昌男 担当部名 市長公室
確認

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
低金利での借り入れをおこなう。

確認

A:高い（義務） B:普通 C：低い

A:目標よりも大きな成果が得られた B:概ね目標の成果が得られた

C:目標とする成果が得られなかった

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要

C：見直す余地がない

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了

増額 現状維持 減額


